
 
 
 
 
 

 

 
 
   

 

 

 
   

 
   

   

 
   

   

       

 
   

   

 
 

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率) 
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１．平成24年12月期の連結業績（平成24年１月１日～平成24年12月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年12月期 7,331 △1.9 1,012 △19.6 1,118 23.2 661 23.9
23年12月期 7,473 － 1,259 － 907 － 533 －

(注) 包括利益 24年12月期 714百万円( 39.0％) 23年12月期 513百万円( －％)

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益

自己資本 
当期純利益率

総資産 
経常利益率

売上高 
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年12月期 164.36 － 25.3 9.2 13.8
23年12月期 136.32 － 29.2 7.7 16.9

(参考) 持分法投資損益 24年12月期 －百万円 23年12月期 －百万円

（注）当社は平成24年６月19日付で普通株式１株につき1,000株の割合で株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行わ

れたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1 株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

24年12月期 12,696 3,161 24.9 724.18
23年12月期 11,671 2,064 17.7 527.21

(参考) 自己資本 24年12月期 3,161百万円 23年12月期 2,064百万円

（注）当社は平成24年６月19日付で普通株式１株につき1,000株の割合で株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行わ

れたと仮定し、１株当たり純資産を算定しております。

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による 

キャッシュ・フロー
投資活動による 

キャッシュ・フロー
財務活動による 

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物 

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

24年12月期 493 △952 401 1,298
23年12月期 1,115 △238 △945 1,293

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額 
(合計)

配当性向 
(連結)

純資産 
配当率 
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年12月期 － 0.00 － 10,000.00 10,000.00 39 7.3 2.1
24年12月期 － 0.00 － 30.00 30.00 130 18.3 4.8

25年12月期(予想) － 0.00 － 30.00 30.00 20.3

(注)  24年12月期期末配当金の内訳 普通配当 10円00銭 記念配当 20円00銭

（注）当社は平成24年６月19日付で普通株式１株につき1,000株の割合で株式分割を行いましたが、平成23年12月期の期末配当金については、当

該株式分割前の実績を記載しております。また、平成24年12月期の期末配当金につきましては、１株当たり普通配当10円、上場記念配当

20円の合計30円を予定しております。

３．平成25年12月期の連結業績予想（平成25年１月１日～平成25年12月31日）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり 
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 3,990 － 590 － 430 － 260 － 59.55
通 期 8,250 12.5 1,380 36.3 1,070 △4.4 640 △3.3 146.59



   

 

 

   

   

   

   

   

   

 

   

   

   

（２）個別財政状態 

 
   

   

   

    
(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率) 

   

   

 

   

 

※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

  新規 社 (社名) 、除外 社 (社名)

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

 (注) 詳細は、添付資料22ページ「４．連結財務諸表（７）会計方針の変更」をご覧ください。

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 24年12月期 4,366,000株 23年12月期 3,916,000株

② 期末自己株式数 24年12月期 －株 23年12月期 －株

③ 期中平均株式数 24年12月期 4,025,426株 23年12月期 3,916,000株

（注）当社は平成24年６月19日付で普通株式１株につき1,000株の割合で株式分割を行いましたが、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行わ

れたと仮定し、平成23年12月期の期末発行済株式数及び期中平均株式数を算定しております。

(参考) 個別業績の概要
１．平成24年12月期の個別業績（平成24年１月１日～平成24年12月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年12月期 7,254 △2.0 952 △18.3 1,047 27.9 605 31.7
23年12月期 7,400 － 1,166 － 818 － 459 －

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

24年12月期 150.41 －
23年12月期 117.38 －

（注）当社は平成24年６月19日付で普通株式１株につき1,000株の割合で株式分割を行いましたが、前事業年度の期首に当該株式分割が行われた

と仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

24年12月期 12,091 2,742 22.7 628.16
23年12月期 11,181 1,756 15.7 448.55

(参考) 自己資本 24年12月期 2,742百万円 23年12月期 1,756百万円

（注）当社は平成24年６月19日付で普通株式１株につき1,000株の割合で株式分割を行いましたが、前事業年度の期首に当該株式分割が行われた

と仮定し、１株当たり純資産を算定しております。

２．平成25年12月期の個別業績予想（平成25年１月１日～平成25年12月31日）

売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 3,970 － 410 － 250 － 57.26
通 期 8,200 13.0 1,010 △3.6 620 2.4 142.01

業績予想に関する注記

※ 監査手続の実施状況に関する表示
・この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品

取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了していません。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の
前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料２ページ「１．経営成績
（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。

・当社は、平成25年２月26日に機関投資家及びアナリスト向けの決算説明会を開催する予定です。
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①当期の経営成績 

当連結会計年度における我が国経済は、復興需要やエコカー補助金等による底堅い個人消費需

要、復興・復旧を中心とする公共投資等を背景に内需が緩やかな回復基調で推移しましたが、欧

州・アジア諸国の景気が減速する中で、為替は全体として円高で推移し、年末を前に政権交代に伴

う金融緩和策への期待から円安への進展があったものの、国内景気は厳しい状況下で推移しており

ます。 

一方で、世界に目を向けますと、米国では住宅投資が回復に転じる等、景気は緩やかに持ち直し

てきておりますが、ヨーロッパでは欧州債務問題の抜本的解決に決め手を欠く中で、景気低迷から

脱却できない状態が続いております。また、中国では景気減速の底入れの兆候がでてきており、そ

の他の新興諸国においては、景気の減速のペースが鈍化しつつあり、明るい兆しが見えてきており

ます。 

このような状況のもと、当社グループにおきましては、上半期は、２月から４月の一時的な為替

の円高修正等もあって、輸出を中心に取扱高が順調に推移しました。下半期に入ってからは、為替

が５月以降に再び79円レベルの円高に戻り、加えて、欧州の景気低迷が長期化し、中国の景気減速

も継続する中、一転して、欧州・中国を相手方とする取引を中心として輸出入・三国間取引が全体

的に低迷を余儀なくされました。年末にかけては、季節的な取扱増加や在庫調整の進展に伴う需要

の復活が期待されましたが、例年ほどの勢いがなく、取扱量の急回復と迄は至りませんでした。 

この結果、為替の円高推移と世界規模での景気低迷の中、当社グループの当連結会計年度の売上

高は7,331百万円（前期比1.9％減）と厳しいものとなりました。これを受けて、利益面でも、営業

利益が1,012百万円（前期比19.6％減）となりました。一方で、決算期末時点の為替相場が１ドル

＝86円58銭（前期比8円84銭の円安）となり、通貨オプション取引において500百万円（前期比

131.2％増）のデリバティブ評価益を計上したことから、経常利益は1,118百万円（前期比23.2％

増）となり、法人税等差引後の当期純利益は661百万円（前期比23.9％増）と大幅な増益なりまし

た。 

なお、デリバティブ評価益500百万円（前期は216百万円の評価益）を計上するに至った主な要因

は、期中に期日到来した通貨オプションの権利行使を受け契約額が減少したことに伴い、昨年度末

までに計上していたデリバティブ債務を取り崩したこと及び、期末日時点のデリバティブ評価額が

為替の変動等により増加したことから生じたものであります。他方、権利行使価格が市場の実勢レ

ートより円安水準であるため、オプションの権利行使により発生したドル預金には為替差損が発生

しております。 
  

②次期の見通し 

次期の日本経済については、自民党新政権である安部内閣による経済対策への期待から、年末に

かけて急速に円安が進んでおり、復興需要や輸出競争力の回復等と相俟って、経済成長による景気

回復への期待が高まっております。一方で、世界経済については、欧州では債務危機を背景とする

景気低迷に歯止めがかかりつつも長期化が懸念されておりますが、米国においては景気の緩やかな

回復が予想されており、中国を始めとする新興国においても、景気減速からの脱却が進んでいるこ

とから、全体としては、力強さには欠けるものの回復基調に転じることが期待されております。 

このような情勢の中、当社グループでは、日系企業の価格競争力回復に伴い輸出取扱量を拡大

し、また、既存の重要マーケットであるアジア及び現地法人を設立して新規に参入した北米におい

て、輸入取引だけでなく三国間取引をも取り込み取扱量の拡大を図るべく、営業力の強化を進めて

おります。更に、国内では、新たに中部支店を新設することにより、当社の強みである国内ワンウ

ェイ輸送（片道運賃での輸送）サービスと貨物の積替・加温等の付帯サービスの提供力を強化・充

実することにより、次の飛躍のステップとしてゆく所存であります。 

これらの結果、当社グループの次期連結会計年度における業績見通しにつきましては、前提とな

る為替相場を1ドル85.00円とし、売上高8,250百万円、経常利益1,070百万円、当期純利益640百万

円を予想しております。 

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析
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①資産、負債及び純資産の状況 

 （イ）資産 

流動資産は、前連結会計年度末に比べ358百万円増加（16.0％増）し、2,598百万円となりまし

た。これは主に、現金及び預金240百万円と売掛金103百万円の増加によります。 

 固定資産は、前連結会計年度末に比べ671百万円増加（7.1％増）し、10,079百万円となりまし

た。これは主に、タンクコンテナ400百万円、および土地287百万円の増加によるものでありま

す。 

 この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べ1,025百万円増加（8.8％増）し、12,696百万円

となりました。 

 （ロ）負債 

流動負債は、前連結会計年度末に比べ24百万円減少（0.9％減）し、2,789百万円となりまし

た。短期借入金が46百万円、リース債務が65百万円それぞれ増加したものの、デリバティブ債務

が126百万円減少したことが主な要因です。 

 固定負債は、前連結会計年度末に比べ46百万円減少（0.7％減）し、6,745百万円となりまし

た。長期借入金が79百万円、リース債務が314百万円それぞれ増加したものの、社債が74百万

円、デリバティブ債務が374百万円それぞれ減少したことが主な要因です。 

 （ハ）純資産 

純資産は、前連結会計年度末に比べ1,097百万円増加（53.1％増）し、3,161百万円となりまし

た。これは主に、増資に伴う資本金211百万円、資本剰余金211百万円の増加と利益剰余金622百

万円の増加によるものです。 

②キャッシュ・フローの状況  

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金という」）は、前連結会計年度末に

比べて5百万円増加し、1,298百万円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フロー

の状況とこれに係る要因は次のとおりであります。 

 （イ）営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果得られた資金は、493百万円（前期は1,115百万円の収入）となりました。税金

等調整前当期純利益1,118百万円、減価償却費574百万円、デリバティブ評価益500百万円、及び

法人税等の支払額532百万円が主な要因です。 

 （ロ）投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果使用した資金は、952百万円（前期は238百万円の使用）となりました。これは

主に、有形固定資産の取得による支出756百万円、定期預金の純増加額201百万円によるものであ

ります。 

 （ハ）財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果得られた資金は、401百万円（前期は945百万円の使用）となりました。これは

主に、短期借入れ、長期借入れ、社債の発行及び株式の発行による収入2,555百万円に対し、短

期借入金、長期借入金の返済及び社債の償還による支出2,038百万円があったことによるもので

あります。 

（２）財政状態に関する分析
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

（注２）株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出してお

ります。 

（注３）平成23年12月期の時価ベースの自己資本比率につきましては、非上場であったため記載し

ていません。 

（注４）キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フ

ローを利用しています。 

（注５）有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負

債を対象としています。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の

支払額を使用しております。 

当社グループは、株主の皆様への安定配当の維持を基本方針とし、利益の状況を基礎に事業環境、

事業見通し、更には配当性向等の諸般の状況を総合的に勘案し、利益還元を決定することを基本とし

ております。 

一方で、現在当社グループは持続的な成長の途上にあり、業容の拡大と利益の増大を維持・継続す

るためには、内部留保による財務体質の改善と設備投資による事業への投資が不可欠であります。こ

の観点に立ち、安定配当を維持しつつ、成長に向けた投資のための内部留保を積極的に行ない、これ

を事業投資に活用し企業価値を着実に向上させることで株主の皆様に還元して行きたいと考えており

ます。 

なお、当期（平成24年12月期）の期末配当につきましては、普通配当として１株当たり10円、上場

記念配当として20円の合計30円を予定しております。  

また、次期（平成25年12月期）の期末配当につきましては、市場環境及び業績見通しを勘案いたし

まして、普通配当として１株当たり30円に増配する予定であります。  

  

事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の皆様の判断に重要な影響を及ぼす可能性の

ある事項には、以下のようなものがあります。 

 当社グループでは、これらの事項に関わるリスクの存在を認識し分析したうえで、その発生を未然に

防ぎ、且つ、万一発生した場合でも適切に対処し影響を最小にするよう努める所存であります。一方

で、投資家の皆様による当社グループ株式に対する投資判断は、本項及び本項以外の諸記載事項と併せ

て慎重に検討したうえで行われる必要があると考えております。 

また、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが事業を行うに当

平成23年12月期 平成24年12月期

自己資本比率（％） 17.7 24.9

時価ベースの自己資本比率（％） ― 27.5

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 6.7 16.1

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 4.5 2.1

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

（４）事業等のリスク
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たり、予め現時点で想定し得る主要もしくは重大と思われる事象と、これに関わるリスクを述べたも

のであります。このほかにも発生し得る事象とリスクがある可能性があり、事前に投資家の皆様がこれ

らをご自身で想定のうえで、当社グループ株式に対する投資判断を行う必要があると考えております。

  

①  重大な事故等によるレピュテーションリスクの影響 

当社グループは、液体の大量且つ遠隔輸送が可能な輸送容器であるISO標準規格のタンクコンテナを

長期間繰り返し使うことで、環境に優しい液体輸送サービスを国の内外を問わず提供するインフラ型企

業であります。従って「公共性、信頼性、国際性を備え、社会に誇りうる会社」たるべく、特に事故防

止と環境汚染対策が経営の最重要事項であると認識しております。 

この観点に立ち、設備の保守や更新、人材教育や社内規則の見直し等を通じた社内体制の改善に継続

的に取り組んでおり、万一緊急事態が発生した場合には、迅速かつ適切に対処すべく会社の内外体制を

整備しているほか、リスクの軽減を目的として損害に応じた付保等についても充実させております。 

しかしながら、不測の事態、とくに危険物の漏洩事故や社会的に大きな影響を及ぼす可能性がある環

境汚染に繋がる想定外の事態等におけるレピュテーションに関わる事象が発生した場合には、当社グル

ープの経営成績及び財政状態が大きな影響を受ける可能性があります。 

  

②  化学品等製造業界の市況変動や輸送需要の増減及び費用の変動等による影響 

当社グループが取り組む国際複合一貫液体輸送事業においては、国の内外を問わず顧客を獲得するこ

とによって初めて安定的な営業収益の確保が可能となります。従って、世界の化学業界等の輸送需要の

動向や海上運賃等の外部環境の大きな変化に伴い、輸送量及び単価、リース及びレンタル収入等が大き

く変動する可能性があります。その結果、当社グループの経営成績及び財政状態が影響を受ける可能性

があります。 

  

③  外国為替相場の変動による影響 

国際物流事業においては、売上代金の回収や費用の支払いを米ドル建で行うことが慣行であり、タン

クコンテナの購入資金やレンタル料の支払いも米ドル建となるため、当社グループの業績は、円ドル相

場の変動の影響を受けております。当社グループは、円ドル相場の変動による影響を予め限定すること

を目的として、リーマンショックの発生以前に通貨オプション取引の契約を締結しております。 

この通貨オプション取引は、その後契約時の想定を超えて為替相場が円高に進んだことに伴い、デリ

バティブ評価損を過年度の決算において計上しております。この会計処理の結果、オプション取引の評

価レートが円高に切り上がっていることから、為替相場が期末日時点より円安方向に推移するとデリバ

ティブ評価益を計上することとなります。しかしながら、反対に円高方向に推移するとデリバティブ評

価損を計上することとなり、当社グループの業績に大きな影響を及ぼすことがあります。ただし、当社

グループの収益力及び米ドル建での設備投資計画や経費の支払いを勘案すると、その影響は当社グルー

プにとって吸収可能な規模であります。また通貨オプション取引は、権利行使の進捗に伴ってその残額

が減少することから、当社グループの業績に及ぼす影響は、着実に減少していくものとなっておりま

す。 

その他、為替相場が変動することにより、保有する外貨建資金や海外の連結子会社の外貨建の資産及

び負債の時価評価により、当社グループの業績は、損益面でマイナスの影響を受けることがあります。

  

④  有利子負債について 

当社グループは、更なる業容の拡大に備えてタンクコンテナ及び国内、海外の物流洗浄拠点等に対す

る設備投資を継続しており、これら投資資金の多くを金融機関からの借入金等の有利子負債に依存して

おります。 

（イ）依存度 

当社グループの有利子負債依存度は、平成23年12月末の時点で64.2％、平成24年12月末の時点で

62.7％となっております。当社グループは、タンクコンテナ取得資金を主として金融機関からの借
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入により調達して参りましたので、総資産残高に対する有利子負債残高の割合が次表のとおり高

い水準で推移しております。今後もタンクコンテナ取得資金は、借入金、社債、リース等により調

達していく方針であるため、当分の間は有利子負債依存度が相対的に高い水準で推移していくこと

が予想されます。 

（ロ）金融機関との関係 

有利子負債による設備資金の調達は、特定の金融機関に偏ることなく複数の大手金融機関から行

っており、現時点ではこれら金融機関との関係が良好であることから必要資金の新規調達に懸念ご

ざいませんが、将来、経営成績の急激な悪化や社会環境及び金融情勢の大きな変動等、何らかの理

由により金融機関との関係が悪化して資金調達に支障が生じた場合、当社グループの今後の事業展

開に大きな制約を受ける可能性があります。 

（ハ）財務制限条項 

当社グループは、金融機関からの借入れを中心に大型設備投資を実施しておりますが、当該借入

契約のなかには財務制限条項が設けられているものがあります。金融機関とは持続的に円満な関係

を築いておりますが、連結決算及び単体決算それぞれにおいて、財務制限条項のいずれかに該当す

ることとなった際には、期限の利益を喪失する可能性があります。 

（ニ）金利変動リスク 

可能な限り収益性や投資の回収期間に応じた形で資金調達を行うほか、将来の支払費用を予め確

定するために固定金利での調達を原則としておりますが、設備投資に係る有利子負債は返済までの

期間が長期に亘ることから金利変動リスクにさらされる可能性があります。 

  

最近２連結会計年度における有利子負債等の推移 

 
（注）有利子負債は、短期借入金、１年内返済予定の長期借入金、１年内償還予定の社債、

社債、長期借入金、リース債務の合計額であります。 

  

⑤ 法的規制の強化による影響 

当社グループが運行するタンクコンテナは、危険品の輸送に関する規則であるIMDGコード（注）及び

消防法等や、関税に関するコンテナ条約等の国際条約及び関税法等の内外法規制による影響を受けてお

ります。今後各国において新たな条約や法令等による規制が行われた場合、当社グループの事業展開に

制限が加えられたり、事業費用が増加することとなり、当社グループの経営成績及び財政状態が影響を

受ける可能性があります。特に、タンクコンテナ洗浄時に発生する廃棄物を正しく処理しなかったこと

により環境問題を発生させた場合、業務停止命令を含めた行政指導を受ける可能性があります。 

なお、適用対象となる主要国内法令は下表に示すとおりです。 

回次 第18期 第19期

決算年月 平成23年12月 平成24年12月

有利子負債残高(A)（千円） 7,488,459 7,966,560

総資産額(B)    （千円） 11,671,074 12,696,820

有利子負債依存度(A/B) (%) 64.2 62.7
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（注）IMDGコード：International Maritime Dangerous Goods Code の略称で、特定の危険物に関する分類、及びそ

れら危険品を国際海上輸送する際の輸送容器、包装基準、積載方法、船積書類等についての基準を包括的に定

めた国際的な規則。 

  

⑥ 自然災害または政治的、社会的非常事態等による影響 

当社グループの事業活動の範囲は、日本、東アジア、東南アジア、オセアニア、欧州、中東、北米、

及びそれらの周辺地域に及んでおります。これらの地域においては、一部に政情不安定な地域も含まれ

ていることから、政治的、社会的非常事態が発生した場合には、顧客へのサービスの提供が一時的もし

くは長期にわたって滞る可能性があります。また、当社グループの物流洗浄拠点は主要な港湾に隣接し

たり、その周辺地域に立地しております。このため、自然災害等に対して法令に定められた防災対策を

施してはおりますが、地震、津波、台風、洪水等の大規模な自然災害によっては、直接、間接に甚大な

被害を受ける可能性があります。従って、各地域において通常の物流活動を妨げるような政治的、社会

的非常事態や自然災害が発生した場合には、当社グループの経営成績及び財政状態が影響を受ける可能

性があります。 

  

⑦ 事業規模の拡大に伴うリスクについて 

当社グループは、現時点においてグローバルネットワークを持続的に拡張してゆくことを基本方針と

しており、今後、北米地域やアジア諸地域等に対してさらなる事業展開を進めて参ります。 

海外においては、現地の法律や規制の突然の変更、産業基盤の脆弱性、人材の採用や確保の困難さ

等、事業を行ううえで直接影響を受ける事業継続リスクに加え、テロ、戦争、その他の要因による社会

的または政治的混乱等が発生するリスクが存在します。こうしたリスクが顕在化することにより、海外

での事業活動に支障が生じ、当社グループの業績及び将来計画に影響を与える可能性があります。 

  

対象 法令等名 監督官庁 法的規制の内容

利用運送事業 貨物利用運送事業法 国土交通省

貨物利用運送事業の適正かつ合理的な

運営を図り、もって利用者の利益の保

護及びその利便の増進に寄与すること

を目的とした各種の規制が定められて

おります。

タンクコンテナ

消防法 総務省

消防法における危険物該当品を国内で

輸送する場合、移動式タンク貯蔵所と

して届出を行い許可を受けるよう定め

ております。

コンテナに関する通関条約及
び国際道路運送手帳による担
保の下で行う貨物の国際運送
に関する通関条約（TIR条約）
の実施に伴う関税法等の特例
に関する法律

財務省

免税コンテナを輸入した場合、その輸

入の許可の日から２年以内に再び国際

輸送に使用（再輸出）せねばならず、

また一定の条件を満たさない限り、国

際輸送以外の用途に使用してはならな

いと定められております。

タンクコンテナ洗浄
廃棄物の処理及び清掃に 
関する法律

環境省

洗浄時に発生する廃油、及び排水処理

設備より排出される汚泥が産業廃棄物

に該当し、その収集・運搬及び処理に

ついて定められております。

貨物の積替 消防法 総務省

消防法における危険物該当品の容器間

の積み替え及び一時的留置を行う際

は、予め許可を得た取扱所内において

作業を行わなければならない旨、定め

られております。
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当グループは、当社及び連結子会社であるNIPPON CONCEPT SINGAPORE PTE. LTD.、NIPPON CONCEPT

MALAYSIA SDN. BHD.、EURO-CONCEPT B.V.、NICHICON EUROPE B.V.、NICHICON UK LIMITED.、NIPPON

CONCEPT AMERICA, LLC.の計７社で構成されております。 

当社グループ各社の事業における位置付けは、次のとおりであります。 

 
  

当社グループの主な事業内容は、ISO標準規格の液体輸送容器であるタンクコンテナ（以下「タンク

コンテナ」という）を利用した液体物流サービスの提供とタンクコンテナ自身のワンウェイリース

（注）及びそれらに付随するサービスの提供であります。主な取引先には、大小の化学品メーカーや化

学品等を扱う商社、及び食品会社等があります。これらの国内外の取引先の化学品、石油化学品、洗剤

原料、インキ、香料、食品材料等の様々な液体貨物について、当社グループは、タンクコンテナを輸送

容器として、アジアの諸地域はもとより欧米各国との間での液体物流サービスを提供しております。 

 なお当社グループは、国際ネットワークを活用し、国内外の陸地輸送（鉄道/トラック）や、海上輸

送（コンテナ船）等を外注することで、様々な外注先による輸送手段を組み合わせた国際複合一貫輸送

を行っております。 

タンクコンテナの強みは、ドラム缶やタンクローリー車に比べ大量輸送が可能であるうえ繰り返し使

用することができ、また、コンテナ船やトラック及び鉄道等を組み合わせた複合一貫輸送を行うことに

より、ドアトゥドアで液体物流サービスを提供できることにあります。その経済性、利便性、安全性及

び、環境にも優しい輸送容器であることが評価され、欧州に始まり米州及びアジアの諸地域において広

く普及しております。近年国内輸送においても、安全かつ高品質に繰り返し長期間使用できるほか、容

器自身の廃棄が発生せず、残液も所定の施設で厳格に処理され環境にも優しいことが広く認知されてき

ており、ケミカルタンカー、タンクローリー車、JIS規格の様々な形態の輸送容器、及びドラム缶等に

代わる新しい液体輸送容器として、タンクコンテナの利用が増加しており、当社グループが提供するサ

ービスへのニーズが着実に高まっております。 

タンクコンテナが「異なる化学品等の液体貨物を繰り返し輸送」しながら、常に「高品質な液体輸送

サービスの提供」をしていくためには、一度利用されたタンクコンテナに、適切な内部洗浄とメンテナ

ンスを施す必要があります。加えて、その後の厳しい内部検査と気密試験及び、定期的な法定検査を実

施する等、タンクコンテナ自体の高い品質管理が継続的に要求されます。当社グループは、このような

洗浄、気密検査等を行うタンクコンテナの洗浄メンテナンス拠点である「デポ」を、国内に４ヶ所（京

浜支店（神奈川）、徳山支店（山口）、神戸支店（兵庫）及び新潟出張所）、海外に１ヶ所（マレーシ

ア現地法人）独自に展開し、高品質のタンクコンテナと内外無差別の液体物流サービスを迅速に提供で

きる体制を構築しております。２月には、これらに加えて中部支店（三重）を開設する予定でありま

す。使用済みのタンクコンテナ内部の洗浄は、積荷である化学品や食品の種類に応じて適切に行う必要

がありますが、当社グループが主要な輸送地域において独自の「デポ」を展開していることは、第三者

が運営するデポに洗浄を依頼している他社と比較した場合、品質管理をしていく上で大きな強みである

と自負しております。また、当社グループで運営している「デポ」は、タンクコンテナの洗浄メンテナ

ンス拠点としての役割のみならず、積荷の一時保管や加温、別容器への積み替えといった液体物流に附

帯するサービスを提供する物流拠点としても機能しており、これら多彩なロジスティクス・ソリューシ

２．企業集団の状況

社 名 事 業 内 容

日本コンセプト株式会社（当社）
日本及び周辺地域における輸出入貨物取扱業、及び、グループ
統括

NIPPON CONCEPT SINGAPORE PTE. LTD.
東南アジア、中国、インド、中東及びオセアニア地域における
輸出入貨物取扱業、及び、地域統括

NIPPON CONCEPT MALAYSIA SDN. BHD.
東南アジア地域におけるタンクコンテナの洗浄、及びメンテナ
ンス並びにマレーシアにおける輸出入貨物取扱業

EURO-CONCEPT B.V. 持株会社（欧州地域統括）

NICHICON EUROPE B.V. 欧州（除く英国）における輸出入貨物取扱業

NICHICON UK LIMITED. 英国における輸出入貨物取扱業

NIPPON CONCEPT AMERICA, LLC. 米州における輸出入貨物取扱業
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ョンを取引先のニーズに沿って組み合わせた上でご提案することにより、総合的な液体物流サービス

のプロバイダーとして取引先から確かな信頼を頂いていると考えております。 
  

（注）積荷地から積卸地までの片道を貸出期間とするタンクコンテナの短期リース取引。従来のドラム 

缶等の容器を利用した場合、輸送容器が保管場所から積荷地に出庫されて元の保管場所に返却さ 

れるまでが貸出期間となります。 
 

当社グループの事業系統図は、次のとおりであります。 

  

 

  

各矢印が表す取引は、以下のとおりであります。 

① 液体貨物の国際複合一貫輸送の請け負い、及び付随するタンクコンテナの賃貸 

② タンクコンテナの洗浄サービス、修理、及び輸送に附帯した液体貨物の保管、加温、別容器（タンクロ

ーリー、ドラム缶等）への積み替えサービス 

③ 当社に対するタンクコンテナの賃貸 

④ 実輸送、通関手続、タンクコンテナの洗浄・修理等の当社への役務提供 
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当社は、経営理念として以下の４つを掲げております。 

①  私たちは、効率的な国際液体物流システムを構築・運営することにより、世界中のお客様に貢献し

ます。 

②  私たちは、きめ細かい高品質なサービスをお客様に提供します。 

③  私たちは、働く厳しさと喜びを共有し、国際液体物流のプロフェショナル集団となることを目指し

ます。 

④  私たちは、公共性・信頼性・国際性を備え、社会に誇り得る会社となることを目指します。 
  

当社グループは、売上高、売上総利益、営業利益及び経常利益の額を目標数値として管理しておりま

す。また、収益性の指標として、売上総利益率、売上高営業利益率等を、また経営安定の視点から、自

己資本比率等を重要な指標として位置付けております。 
  

当社グループは企業集団として向こう３年間の中期経営計画を策定しております。この計画は当社グ

ループの経営の基本方針を基に、経済情勢、業界動向等の経営環境を考慮し、今後の経営課題を明らか

にした上で、達成すべき売上・利益を策定したものであり、各連結会計年度ごとに作成・実施される年

度予算の基となるものであります。計画の内容については、毎年度の下半期終了時に、翌連結会計年度

の予算編成の前に当連結会計年度の実績（予想）を踏まえ、見直し・修正を行うローリング方式を採用

しております。その内容は基本方針、売上計画、設備投資計画、営業戦略、業務戦略、内部管理体制整

備計画及び人員計画等で構成されております。なお、現在策定している中期経営計画の基本方針は、以

下のとおりであります。 

①  計画期間中（平成25年度～平成27年度）に総運用コンテナ数を増量し、北米地域を始めとしてグロ

ーバルネットワークのさらなる拡充を図る 

②  国内営業拠点及び自社タンクコンテナ洗浄拠点の充実を図り、これら国内拠点を基軸とした国内ワ

ンウェイ輸送サービスの積極推進により、国内輸送取扱量の増加を図る 

③  人材育成、サービス品質や技術力の向上を図り、財務力やブランドの強化を図りつつ、内外無差別

でよりグローバルな事業展開を支えるより強固な経営基盤作りを推進する 
  

当社は、液体の大量輸送を可能とするISO標準規格のタンクコンテナを長期に亘り繰り返し利用する

ことにより国内外において環境に優しい液体輸送サービスを提供している企業であります。従って、事

故防止と環境保全が永遠の課題であり、当社の業容拡大の最も重要な生命線であると認識しておりま

す。 

また、タンクコンテナによる物流は海外では広く利用されているものの、国内においては拡大途上に

あります。当社は、タンクコンテナの日本におけるパイオニア企業として顧客を啓蒙しつつ、液体輸送

に関わる様々なニーズへも対応し、事業の拡大を図っていきたいと考えており、そのために必要な資金

を確保していく体制を維持し強化していくことが課題であると認識しております。 

① 安全と環境問題への取り組み 

当社が取り扱う液体化学品は、流失事故等により生命や環境に悪影響を及ぼすリスクが比較的高

いものであることから、当社の物流洗浄拠点における安全なタンクオペレーションや設備の充実及

び安全な輸送への取組み、そして人材教育が重要であります。このため、当社の従業員や関係する

輸送業者に対し、常日頃から安全や環境問題に係わる教育や化学品自体に関する知識の十分な習得

等を徹底することで、安全や環境保全体制の確保に努めております。今後も、安全と環境保全によ

り一層重点を置いた業務体制の強化と設備の充実に心掛けていく所存であります。 

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略

（４）会社の対処すべき課題
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② 顧客への啓蒙とニーズへの対応 

タンクコンテナは、液体の輸送手段として既に欧米を中心に世界中で広く利用されております。

当社は、このタンクコンテナを利用して、貿易取引に伴う輸送を中心とした営業活動を行って参り

ました。しかしながら、リーマンショック以来の世界同時不況、並びに東日本大震災の影響により

輸出入需要が大きく減少したことから、経営の安定のためには、事業領域の拡大が必要との判断に

至りました。そこで、日本発着の国際輸送取引に囚われず新たな収益の柱を構築すべく、近時は特

に、国内輸送案件の受注拡大に向けた積極的な営業活動や欧米大手化学企業への更なる取引深化、

日本を経由しない第三国間の輸送取引獲得に向けた営業強化に注力しております。なお、国内営業

においては、継続的に国内各地に順次営業拠点を新設・拡充することによって、国内ワンウェイ輸

送による低コストでの輸送サービスや、液体貨物の積み替え・加温等の附帯サービスの提供力を強

化することで、タンクコンテナの優位性と当社の持つ専門性をアピールしつつ、顧客の物流ニーズ

に応えるご提案を行っていきたいと考えております。 

③ 能力拡大及び省力化への取り組み 

顧客のニーズの増加と多様化に充分に対処するために、支店等の物流洗浄拠点の設備能力の増強

や、当社の業務を効率的に処理するためのコンピュータシステム等の高度化が、当社の更なる業績

の発展にとって継続して対処すべき課題であると認識しております。 

④ 資金調達と投資行動 

これまで銀行等からの資金調達のほか、リースやレンタル方式を中心としてタンクコンテナを調

達しておりますが、今後は運用するタンクコンテナ数の増加、及び支店等物流洗浄拠点の設備能力

増強ニーズに応じ、旺盛な設備投資に充分応じられるよう、資本市場からの資金調達も視野に入れ

た財務運営を行っていきたいと考えております。 

なお、設備投資にあたっては、投資の有効性や採算性、及び液体物流市場や顧客の動向と将来を

見据えて慎重かつ充分に吟味したうえで、機動的にタンクコンテナを調達し、また、物流洗浄拠点

等の増強をしていきたいと考えております。 

⑤ 財務力の充実 

当社は成長途上にあり、業容拡大にあわせて財務内容も着実に改善していきたいと考えておりま

す。他方、今後も業容の拡大と競争力を一層向上していくためにはタンクコンテナの調達や物流洗

浄拠点への継続的な投資が不可欠なものであります。従って、投資資金の回収が長期に亘るなか、

業容の拡大と財務力の充実のバランスを保った経営が肝要であると考えております。 
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,453,132 1,693,611

売掛金 684,141 787,194

貯蔵品 8,731 9,635

繰延税金資産 39,368 35,187

その他 58,339 73,565

貸倒引当金 △3,826 △573

流動資産合計 2,239,886 2,598,620

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 570,596 542,930

機械装置及び運搬具（純額） 78,780 193,106

工具、器具及び備品（純額） 17,628 29,967

タンクコンテナ（純額） 7,088,646 7,488,661

土地 1,281,801 1,568,801

建設仮勘定 164,585 41,700

有形固定資産合計 9,202,039 9,865,167

無形固定資産   

その他 78,635 88,887

無形固定資産合計 78,635 88,887

投資その他の資産   

その他 127,203 125,614

投資その他の資産合計 127,203 125,614

固定資産合計 9,407,878 10,079,669

繰延資産   

社債発行費 23,309 18,530

繰延資産合計 23,309 18,530

資産合計 11,671,074 12,696,820

負債の部   

流動負債   

買掛金 529,090 505,772

短期借入金 16,400 63,000

1年内返済予定の長期借入金 1,141,359 1,178,625

1年内償還予定の社債 334,400 344,400

リース債務 35,221 100,670

未払法人税等 340,001 284,027

繰延税金負債 3,123 2,697

賞与引当金 13,045 18,266

デリバティブ債務 241,837 115,164

その他 159,509 176,429

流動負債合計 2,813,990 2,789,053
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年12月31日) 

固定負債   

社債 629,000 554,600

長期借入金 4,987,100 5,066,250

リース債務 344,978 659,013

繰延税金負債 135,481 115,247

退職給付引当金 48,133 56,404

デリバティブ債務 621,127 246,638

その他 26,719 47,821

固定負債合計 6,792,540 6,745,977

負債合計 9,606,531 9,535,030

純資産の部   

株主資本   

資本金 389,300 600,440

資本剰余金 315,459 526,599

利益剰余金 1,465,713 2,088,180

株主資本合計 2,170,472 3,215,220

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △1,570 △1,290

繰延ヘッジ損益 2,783 △24

為替換算調整勘定 △107,142 △52,115

その他の包括利益累計額合計 △105,930 △53,430

純資産合計 2,064,542 3,161,789

負債純資産合計 11,671,074 12,696,820
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
 連結損益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年12月31日) 

売上高 7,473,267 7,331,486

売上原価 5,347,893 5,296,089

売上総利益 2,125,374 2,035,396

販売費及び一般管理費 866,028 1,022,959

営業利益 1,259,346 1,012,437

営業外収益   

受取利息 1,101 1,841

デリバティブ評価益 216,682 500,940

受取家賃 3,820 2,630

受取保険金 47 1,222

受取補償金 1,820 2,359

その他 3,760 1,891

営業外収益合計 227,232 510,886

営業外費用   

株式交付費 － 5,716

株式公開費用 － 10,136

支払利息 247,300 238,759

社債発行費償却 8,702 9,302

為替差損 293,458 127,330

その他 29,173 13,376

営業外費用合計 578,634 404,621

経常利益 907,944 1,118,701

特別利益   

固定資産売却益 － 5,048

特別利益合計 － 5,048

特別損失   

固定資産売却損 17,343 －

固定資産除却損 5,957 4,956

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 13,059 －

その他 1,982 －

特別損失合計 38,344 4,956

税金等調整前当期純利益 869,600 1,118,793

法人税、住民税及び事業税 392,048 473,375

法人税等調整額 △56,274 △16,209

法人税等合計 335,773 457,166

少数株主損益調整前当期純利益 533,826 661,627

当期純利益 533,826 661,627
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 連結包括利益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年12月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 533,826 661,627

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △102 280

繰延ヘッジ損益 3,154 △2,808

為替換算調整勘定 △23,004 55,026

その他の包括利益合計 △19,951 52,499

包括利益 513,875 714,126

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 513,875 714,126

少数株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年12月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 389,300 389,300

当期変動額   

新株の発行 － 211,140

当期変動額合計 － 211,140

当期末残高 389,300 600,440

資本剰余金   

当期首残高 315,459 315,459

当期変動額   

新株の発行 － 211,140

当期変動額合計 － 211,140

当期末残高 315,459 526,599

利益剰余金   

当期首残高 971,046 1,465,713

当期変動額   

剰余金の配当 △39,160 △39,160

当期純利益 533,826 661,627

当期変動額合計 494,666 622,467

当期末残高 1,465,713 2,088,180

株主資本合計   

当期首残高 1,675,806 2,170,472

当期変動額   

新株の発行 － 422,280

剰余金の配当 △39,160 △39,160

当期純利益 533,826 661,627

当期変動額合計 494,666 1,044,747

当期末残高 2,170,472 3,215,220

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △1,468 △1,570

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △102 280

当期変動額合計 △102 280

当期末残高 △1,570 △1,290

繰延ヘッジ損益   

当期首残高 △371 2,783

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 3,154 △2,808

当期変動額合計 3,154 △2,808

当期末残高 2,783 △24
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年12月31日) 

為替換算調整勘定   

当期首残高 △84,138 △107,142

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △23,004 55,026

当期変動額合計 △23,004 55,026

当期末残高 △107,142 △52,115

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △85,978 △105,930

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △19,951 52,499

当期変動額合計 △19,951 52,499

当期末残高 △105,930 △53,430

純資産合計   

当期首残高 1,589,827 2,064,542

当期変動額   

新株の発行 － 422,280

剰余金の配当 △39,160 △39,160

当期純利益 533,826 661,627

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △19,951 52,499

当期変動額合計 474,715 1,097,246

当期末残高 2,064,542 3,161,789
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 869,600 1,118,793

減価償却費 516,200 574,134

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,222 △3,384

賞与引当金の増減額（△は減少） 341 4,122

退職給付引当金の増減額（△は減少） 11,326 8,270

受取利息 △1,101 △1,841

支払利息 247,300 238,759

社債発行費償却 8,702 9,302

為替差損益（△は益） △12,523 △64,939

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 13,059 －

デリバティブ評価損益（△は益） △216,682 △500,940

株式交付費 － 5,716

株式公開費用 － 10,136

有形固定資産売却損益（△は益） 17,343 △5,048

有形固定資産除却損 5,957 4,956

売上債権の増減額（△は増加） 88,145 △54,686

仕入債務の増減額（△は減少） △34,029 △50,127

その他 16,220 △35,009

小計 1,534,084 1,258,215

利息の受取額 954 1,535

利息の支払額 △247,205 △233,894

法人税等の支払額 △172,688 △532,419

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,115,145 493,436

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額（△は増加） △89 △201,800

有形固定資産の取得による支出 △186,270 △756,672

有形固定資産の売却による収入 28,213 7,211

無形固定資産の取得による支出 △100 △1,525

敷金及び保証金の差入による支出 △71,923 △704

敷金及び保証金の回収による収入 13,976 517

会員権の取得による支出 △22,382 －

その他 △25 25

投資活動によるキャッシュ・フロー △238,601 △952,949
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 150,000 509,000

短期借入金の返済による支出 △133,600 △462,400

長期借入れによる収入 493,000 1,334,000

長期借入金の返済による支出 △1,168,672 △1,212,193

社債の発行による収入 98,205 295,475

社債の償還による支出 △324,400 △364,400

株式の発行による収入 － 416,563

株式の発行による支出 － △10,136

リース債務の返済による支出 △21,179 △57,245

配当金の支払額 △39,160 △39,160

その他 － △7,666

財務活動によるキャッシュ・フロー △945,807 401,836

現金及び現金同等物に係る換算差額 13,014 63,454

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △56,249 5,778

現金及び現金同等物の期首残高 1,349,372 1,293,123

現金及び現金同等物の期末残高 1,293,123 1,298,902
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該当事項はありません。 

  

１. 連結の範囲に関する事項 

子会社は、すべて連結しております。 

連結子会社の数 ６社 

連結子会社の名称 

NIPPON CONCEPT SINGAPORE PTE. LTD. 

NIPPON CONCEPT MALAYSIA SDN. BHD. 

EURO-CONCEPT B.V. 

NICHICON EUROPE B.V. 

NICHICON UK LIMITED. 

NIPPON CONCEPT AMERICA, LLC. 

なお、NIPPON CONCEPT AMERICA, LLC. については、当連結会計年度において新たに設立したため、

連結の範囲に含めております。  

  

２. 持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項 

すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

  

４. 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

② デリバティブ取引により生じる債権及び債務 

時価法 

③ たな卸資産 

貯蔵品 

消耗品等：最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法） 

タンクコンテナ（貯蔵品）：個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法） 

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産(リース資産を除く) 

建物及び構築物（建物附属設備を除く）、工具、器具及び備品、タンクコンテナは定額法、そ

れ以外については定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は次の通りです。 

建物及び構築物   ：２～50年 

機械装置及び運搬具：２～10年 

工具、器具及び備品：２～20年 

タンクコンテナ    ：４～20年 

② 無形固定資産(リース資産を除く) 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

によっております。 

③ リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取決めがある場合は残価保証額）

とする定額法を採用しております。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年12月

31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

(3) 重要な繰延資産の処理方法 

社債発行費 

社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。 

株式交付費 

支出時に全額費用として処理しております。 

(4) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合

う分を計上しております。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における自己都合要支給額を計上しており

ます。 

なお、退職給付債務の計算方法については、簡便法によっております。 

(5) 重要な収益及び費用の計上基準 

売上のうち海上輸送を伴う売上は、入港日を計上基準としております。 
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なお、アジア域内及び欧州域内の輸送については渡航日数が短期間であることを鑑み、出港日

を計上基準としております。 

(6) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定

に含めております。 

(7) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

なお、金利スワップについては特例処理の要件を満たしているものは特例処理を採用しており

ます。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象） 

金利スワップ  借入金の利息 

為替予約    外貨建予定取引 

③ ヘッジ方針 

社内規程に基づき、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を、外貨建て

のタンクコンテナ購入資金の為替変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を

比較し、両者の変動額等を基礎にしてヘッジ有効性を評価しております。 

ただし、特例処理の要件を満たす金利スワップ取引については有効性の評価を省略しておりま

す。 

また、為替予約取引については、ヘッジ手段とヘッジ対象の重要な条件が同一であり、ヘッジ

開始以降のキャッシュ・フローを固定できるため、有効性の判断を省略しております。 

(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。

(9) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

当連結会計年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 

平成22年６月30日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第４号 平成22年６月30日）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第

９号 平成22年６月30日）を適用しております。 

この適用により、当連結会計年度に行った株式分割は、当連結会計年度の期首に当該株式分割が行わ

れたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。 

  

（７）会計方針の変更
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

前連結会計年度において、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めておりました

「定期預金の純増減額（△は増加）」、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて

おりました「リース債務の返済による支出」は重要性が増したため、当連結会計年度よりそれぞれ独立

掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表

の組替えを行っております。 

この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「投資活動によるキャッシ

ュ・フロー」の「その他」に表示していた△115千円は、「定期預金の純増減額（△は増加）」△89千

円、「その他」△25千円として組み替え、また「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に

表示していた△21,179千円は、「リース債務の返済による支出」△21,179千円として組み替えておりま

す。 
  

（９）追加情報 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用し

ております。 
  

  

１.ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

通貨関連 

前連結会計年度(平成23年12月31日) 
（単位：千円）

 
(注) １ 時価は、取引金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

２ 通貨オプション取引については、売建・買建オプション料を相殺するゼロコストオプション取引で

あるため、オプション料は発生しておりません。 
  
当連結会計年度(平成24年12月31日) 

 
(注) １ 時価は、取引金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

２ 通貨オプション取引については、売建・買建オプション料を相殺するゼロコストオプション取引で

あるため、オプション料は発生しておりません。 

（８）表示方法の変更

（10）連結財務諸表に関する注記事項

(デリバティブ取引関係)

種 類 契約額等
契約額等のうち

１年超 時 価 評価損益

市場取引

以外の取引

通貨オプション取引

売建

米ドル

買建

米ドル

3,468,087

2,077,956

2,445,489

1,474,947

△868,364

5,660

△868,364

5,660

合 計 5,546,043 3,920,436 △862,703 △862,703

（単位：千円）

種 類 契約額等
契約額等のうち 

１年超
時 価 評価損益

市場取引
以外の取引

通貨オプション取引

売建

米ドル 2,445,489 1,615,041 △369,939 △369,939

買建

米ドル 1,474,947 968,013 8,176 8,176

合 計 3,920,436 2,583,054 △361,763 △361,763
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２. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

(1) 通貨関連 

前連結会計年度(平成23年12月31日) 

 
(注)  時価は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

  
当連結会計年度(平成24年12月31日) 

 該当事項はありません。 

  

(2) 金利関連 

前連結会計年度(平成23年12月31日) 

 
(注) １ 時価は、取引金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

２ 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理され

ているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

当連結会計年度(平成24年12月31日) 
 （単位：千円）

 
(注) １ 時価は、取引金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 

２ 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理され

ているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

  

（単位：千円）

ヘッジ会計の 
方法

デリバティブ 
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額
契約額のうち 

１年超
時 価

原則的処理方法
為替予約取引

買建
米ドル

外貨建予定取引 382,944 － 4,954

合 計 382,944 － 4,954

（単位：千円）

ヘッジ会計の 
方法

デリバティブ 
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額
契約額のうち 

１年超
時 価

原則的処理方法
金利スワップ取引 
受取変動・ 
支払固定

長期借入金 29,400 10,200 △261

金利スワップの 
特例処理

金利スワップ取引 
受取変動・ 
支払固定

長期借入金 4,861,395 4,100,635 （注）２

合 計 4,890,795 4,110,835 △261

ヘッジ会計の 
方法

デリバティブ 
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額
契約額のうち 

１年超
時 価

原則的処理方法
金利スワップ取引
受取変動・
支払固定

長期借入金 10,200 － △40

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
受取変動・
支払固定

長期借入金 5,042,635 4,192,375 （注）２

合 計 5,052,835 4,192,375 △40
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当社グループの事業は、タンクコンテナを使用した国際複合一貫輸送及び付帯業務の単一事業である

ため、記載を省略しております。 
  

前連結会計年度(自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日) 

１．製品及びサービスごとの情報 

単一の製品、サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるた

め、記載を省略しております。 
  

２．地域ごとの情報 

（1）売上高 

（単位：千円）

 
（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

  

（2）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超え

るため、記載を省略しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円）

 
（注）売上高は、同一の企業集団に属する顧客への売上高を集約して記載しております。 

  

当連結会計年度(自 平成24年１月１日 至 平成24年12月31日) 

  

１．製品及びサービスごとの情報 

単一の製品、サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるた

め、記載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

（1）売上高 

（単位：千円）

 
（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

前連結会計年度において「アジア」に含まれておりましたシンガポールについて、重要性が増

したことから「アジア」の内訳として区分致しました。なお、前連結会計年度については当該変

更後の区分で表示しております。 

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

(関連情報)

日本
アジア

欧州 その他 合計
うちシンガポール

4,189,822 2,023,913 776,707 1,237,189 22,342 7,473,267

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

Infineum International Ltd. 856,093 国際複合一貫輸送事業

日本
アジア

欧州 その他 合計
うちシンガポール

4,130,767 2,038,086 860,282 1,079,436 83,196 7,331,486
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（2）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を 

超えるため、記載を省略しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円）

 
（注）売上高は、同一の企業集団に属する顧客への売上高を集約して記載しております。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

２ 当社は平成24年６月19日付で普通株式１株につき1,000株の割合で株式分割を行いましたが、前連

結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純

利益金額を算定しております。 

３ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
４ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

Infineum International Ltd. 927,175 国際複合一貫輸送事業

(報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報)

(報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報)

(報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報)

(１株当たり情報)

前連結会計年度 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年12月31日)

当連結会計年度 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年12月31日)

１株当たり純資産額          527.21円

１株当たり当期純利益金額       136.32円

１株当たり純資産額          724.18円

１株当たり当期純利益金額       164.36円

項 目
前連結会計年度 

(平成23年12月31日)
当連結会計年度 

(平成24年12月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 2,064,542 3,161,789

普通株式に係る純資産額(千円) 2,064,542 3,161,789

普通株式の発行済株式数(株) 3,916,000 4,366,000

普通株式の自己株式数(株) － －

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数(株) 3,916,000 4,366,000

項 目
前連結会計年度 

(平成23年12月31日)
当連結会計年度 

(平成24年12月31日)

連結損益計算書上の当期純利益(千円) 533,826 661,627

普通株式に係る当期純利益(千円) 533,826 661,627

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式の期中平均株式数(株) 3,916,000 4,025,426
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 該当事項はありません。 

  

(重要な後発事象)
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

仕入内容は、主に海上及び陸上運送費用、作業料、倉庫料などの外注費であります。仕入金額は、連

結損益計算書の売上原価に相当する金額であります。 

当連結会計年度における仕入実績は次のとおりであります。 

 
(注) １  当社及び連結子会社の事業は、タンクコンテナを使用した国際複合一貫輸送及び付帯業務の単一事業で

あります。 

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当連結会計年度における輸送形態別の販売実績は次のとおりであります。 

 
(注) １  「輸出売上」「輸入売上」「三国間売上」「国内輸送等売上」「その他」は、輸送経路による区分であ

ります。 

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

５．その他

（１）生産、受注及び販売の状況

(1) 生産実績

(2) 受注実績

(3) 仕入実績

セグメントの名称

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

金額(千円) 前年同期比(％)

国際複合一貫輸送事業 5,296,089 99.0

合  計 5,296,089 99.0

(4) 販売実績

輸送形態別

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

金額(千円) 前年同期比(％)

輸 出 売 上 2,675,585 95.6

輸 入 売 上 2,507,212 101.0

三 国 間 売 上 991,470 93.9

国 内 輸 送 等 売 上 1,011,005 102.1

そ の 他 146,212 100.2

合  計 7,331,486 98.1
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(注) １  当社及び連結子会社の事業は、タンクコンテナを使用した国際複合一貫輸送及び付帯業務の単一事業で

あります。 

２  最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次の通り

であります。相手先別の売上高は、同一の企業集団に属する顧客への売上高を集約して記載しておりま

す。 

 
３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

セグメントの名称

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

金額(千円) 前年同期比(％)

国際複合一貫輸送事業 7,331,486 98.1

合  計 7,331,486 98.1

相手先

前連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年１月１日
至  平成24年12月31日)

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

Infineum International Ltd. 856,093 11.5 927,175 12.6
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